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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第72期
第２四半期
連結累計期間

第73期
第２四半期
連結累計期間

第72期

会計期間
自　2018年４月１日
至　2018年９月30日

自　2019年４月１日
至　2019年９月30日

自　2018年４月１日
至　2019年３月31日

売上高 （百万円） 5,256 5,364 11,249

経常利益 （百万円） 728 667 1,482

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 490 441 996

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 539 454 772

純資産額 （百万円） 21,057 21,143 21,053

総資産額 （百万円） 24,348 24,461 24,554

１株当たり四半期（当期）純利

益
（円） 26.27 24.18 53.67

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） - - -

自己資本比率 （％） 86.5 86.4 85.7

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 298 509 1,266

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △89 △163 △315

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △373 △344 △609

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 8,424 8,931 8,929

 

回次
第72期
第２四半期
連結会計期間

第73期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　2018年７月１日
至　2018年９月30日

自　2019年７月１日
至　2019年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 12.42 13.17

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重要な変更は

ありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）財政状態及び経営成績の状況

　①経営成績

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や個人消費にも持ち直しの動きが見ら

れるなど、緩やかな回復基調で推移しましたが、海外経済の不確実性に加え、消費増税後の国内消費の落ち込みへ

の懸念などにより、依然として先行き不透明な状況で推移いたしました。

　当アパレル・ファッション業界におきましても、衣料品全体に対する購買意欲が低下しているなか、長引く猛暑

や台風などの天候不順による影響も相俟って、引き続き厳しい経営環境が続いております。

　このような環境のもと、当社グループでは、お客様にご納得いただける「強いものづくり」を変わらぬ基軸と

し、「上質＝プレミアム」に強くこだわり、付加価値の高い商品力を徹底追求し、高品質・高感度な商品づくりに

引き続き注力すると共に、ブランド構成を拡充した複合ブランドショップ開発、店頭運営力の更なる向上、生産管

理機能の一層の強化、経費の効率使用に努めてまいりました。

　その結果、売上高は前年同期比2.0％増加の53億64百万円、営業利益は前年同期比9.4％減少の６億25百万円、経

常利益は前年同期比8.3％減少の６億67百万円となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期比10.1％減

少の４億41百万円となりました。

 

　事業セグメント別の状況は以下の通りであります。

 

（アパレル事業）

　「強い商品が全てに優先する」ことをアパレル事業における揺るがない基軸として、企画部門では「上質＝プレ

ミアム」に強くこだわり、高品質・高感度な「ものづくり」を目指して、上質で複雑性のある差別化された素材開

発の強化、店頭活性化に向けた企画発信のプロモーションの強化、生産管理機能の強化等に取り組みました。

　営業部門では「売上高の拡大」を最重要課題として、ブランド構成のバリエーションを拡充した複合ブランド

ショップ等の新規開発の強化を推進すると共に、既存ショップの売上拡大に向けては、展開ブランドの拡充や前期

に導入したスマートフォン対応アプリによるお客様と店頭との情報交換の強化、消費増税前に向けたブランド周年

イベントやプロモーションの強化等、店頭運営力の更なる強化に努めてまいりました。

　その結果、売上高は前年同期比2.7％増加の44億98百万円となりましたが、新規開発によって経費が先行したこ

と等により、営業利益は前年同期比18.6％減少の２億87百万円となりました。

 

（テキスタイル事業）

　テキスタイルのプロフェッショナルとして自己完結型ビジネススタイルの更なる進化を目指すと共に、既存主力

先の深耕化、次期主力先の開発強化、次世代人材の育成に引き続き取り組みました。

　また、「ヴィンテージコレクション」を中心とした意匠力の強化や素材・加工方法の開発推進、提案力向上にも

注力し、企画提案型テキスタイルコンバーターとしての競争力の強化に努めました。

　しかしながら、アパレル業界全体の苦戦が続いていることもあり、売上高は前年同期比2.1％減少の５億20百万

円、営業利益は前年同期比17.1％増加の53百万円となりました。

 

（エステート事業）

　東京・京都・大阪の各不動産に係る賃貸事業につきましては、引き続き資産の有効活用に努めました。

その結果、売上高は前年同期比0.1％増加の３億45百万円、営業利益は前年同期比0.3％増加の２億87百万円となり

ました。
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　②財政状態

（資産）

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は244億61百万円となり、前連結会計年度末比92百万円の減少とな

りました。

　流動資産は131億95百万円となり、前連結会計年度末比５百万円増加いたしました。これは主に、受取手形及び

売掛金の減少と商品の増加によるものであります。また、固定資産は112億66百万円となり、前連結会計年度末比

98百万円減少いたしました。これは主に、無形固定資産及び繰延税金資産の減少によるものであります。

 

（負債）

　当第２四半期連結会計期間末における負債合計は33億18百万円となり、前連結会計年度末比１億82百万円の減少

となりました。

　流動負債の残高は21億94百万円となり、前連結会計年度末比２億66百万円減少いたしました。これは主に、未払

法人税等及び賞与引当金の減少によるものであります。また、固定負債は11億23百万円となり、前連結会計年度末

比83百万円増加いたしました。これは主に長期借入金の増加によるものであります。

 

（純資産）

　当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は211億43百万円となり、前連結会計年度末比89百万円増加い

たしました。これは主に、利益剰余金の増加によるものであります。

　なお、自己資本比率は、86.4％となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計

年度に比べ、１百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末の残高は89億31百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による資金は、５億９百万円増加（前年同四半期は２億98百万円増加）となりました。これは主に、税

金等調整前四半期純利益の計上等によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による資金は、１億63百万円減少（前年同四半期は89百万円減少）となりました。これは主に、有形固

定資産の取得による支出等によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金は、３億44百万円減少（前年同四半期は３億73百万円減少）となりました。これは、配当金

の支払による支出によるものであります。

 

(3）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

 

EDINET提出書類

株式会社　キング(E02645)

四半期報告書

 4/19



(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が企業価値ひ

いては株主共同の利益を継続的かつ安定的に確保し、向上していくことを可能とする者である必要があると考えて

おります。

　当社は、当社株式について大量買付等がなされる場合であっても、これが当社の企業価値・株主共同の利益に資

するものであれば、これを一概に否定するものではありません。また、株式会社の支配権の移転を伴う株式の大量

買付提案についての判断は、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。

　しかしながら、株式の大量買付等の中には、企業価値ひいては株主共同の利益に明白な侵害をもたらすもの、株

主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が大量買付行為の内容や条件等に

ついて十分検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、

対象会社が買付者の提示した条件よりも有利な条件を引き出すために買付者との交渉を必要とするもの等、対象会

社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

　特に、当社の企業価値の源泉は、主に、①アパレル市場におけるミッシー・ミセスゾーンで長年にわたって培っ

てきたブランド力、②ベターアップ商品でのクリエーション展開に特化しての高品質・高感度な商品開発力、③優

れた製品品質とそれを支える技術力、並びに、高い生産性と縫製技術による生産・供給体制、④当社と顧客をつな

ぐ様々な販売チャネルの取引先との密接な人的関係に支えられた信頼関係、⑤充実した教育を受け豊富な販売経験

を有する当社のファッション・アドバイザーが直接顧客に接し販売することによりもたらされる顧客からの信頼等

にあり、これらが株式の大量買付等を行う者により中長期的に確保され、向上させられるのでなければ、当社の企

業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。

　当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付等を行う者は、当社の財務及び事業の

方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付等に対しては、必要かつ相当な対抗措

置を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

　当社は、上記方針に基づき、2019年５月７日開催の取締役会において、不適切な者によって当社の財務及び事業

の方針の決定が支配されることを防止するための取組みである買収防衛策の導入、変更、継続、廃止及び発動にあ

たり、株主の意思を法的により明確な形で反映させるべく、2019年６月27日開催の当社定時株主総会における株主

の承認を条件として当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）（以下「本プラン」という）の継続を

決議いたしました。

　なお、2019年６月27日開催の当社定時株主総会において「本プラン」につき、当社株主の皆様のご承認をいただ

いております。

　「本プラン」の概要は以下のとおりであります。
 
(a）本プランの概要

①　本プランの手続の設定

　本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、当社の株式等

に対する買付等もしくはこれに類似する行為またはその提案が行われる場合に、買付等を行う者に対し、事前

に当該買付等に関する必要かつ十分な情報の提供を求め、当該買付等についての情報収集・検討等を行う時間

を確保した上で、株主の皆様に当社経営陣の計画や代替案等を提示したり、買付者等との交渉を行っていくた

めの手続を定めるものです。
 

②　新株予約権の無償割当ての利用

　買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付等を行う等、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益が害されるおそれがあると認められる場合には、当社は、対抗措置として買付者等による権利行使

は認められないとの行使条件及び当社が買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得する旨の

取得条項が付された新株予約権（以下「本新株予約権」という）を、その時点の全ての株主に対して新株予約

権の無償割当て（会社法第277条以降に規定される）の方法により割り当てます。
 

③　取締役会の恣意的判断を排するための独立委員会の利用

　本プランにおいては、本新株予約権の無償割当ての実施、不実施または取得等の判断について、当社取締役

会の恣意的判断を排するため、独立委員会規程に従い、当社経営陣からの独立性の高い社外取締役、社外監査

役、または社外の有識者から構成される独立委員会の判断を経ると共に、株主の皆様に独立委員会が適切と判

断する時点で情報開示を行うことにより透明性を確保することとしています。また、独立委員会は、当社取締

役会に対し、本プラン所定の場合には、本新株予約権の無償割当ての実施に関して株主の皆様の意思を確認す

るよう勧告することがあります。

EDINET提出書類

株式会社　キング(E02645)

四半期報告書

 5/19



④　本新株予約権の行使等による買付者等への影響

　本プランに従って本新株予約権の無償割当てがなされ、買付者等以外の株主の皆様により本新株予約権が行

使された場合、または当社による本新株予約権の取得と引換えに、買付者等以外の株主の皆様に対して当社株

式が交付された場合、当該買付者等の有する当社株式の議決権割合は希釈化される可能性があります。

 

⑤　対象となる買付等

　本プランは下記（イ）または（ロ）に該当する当社株式等の買付またはこれに類似する行為（ただし、当社

取締役会が承認したものを除く。当該買付行為を、以下「買付等」という）がなされる場合を適用対象としま

す。買付等を行う者または提案する者（以下「買付者等」という）は、予め本プランに定める手続に従うこと

とします。

（イ）当社が発行者である株式等について、保有者の株式等保有割合が20％以上となる買付

（ロ）当社が発行者である株式等について、公開買付に係る株式等の株式等所有割合及びその特別関係者の株

式等所有割合の合計が20％以上となる公開買付

 

(b）具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

　本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されたも

のであり、当社の基本方針の実現に資するものであります。

　また、本プランは、当社株式に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆様が

判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、株主の皆様のために買付

者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させ

るという目的をもって導入されたものであり、基本方針に沿うものであります。

　したがって、当社取締役会は、本プランは、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、また、当社役員の

地位の維持を目的とするものではないと考えております。

 

(5）研究開発活動

　　該当事項はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 95,572,000

計 95,572,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）
（2019年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（2019年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 24,771,561 24,771,561
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は

100株であります。

計 24,771,561 24,771,561 - -

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。
 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2019年９月30日 - 24,771,561 - 2,346 - 8,127
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（５）【大株主の状況】

  2019年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

大同生命保険株式会社

（常任代理人　日本トラスティ・

サービス信託銀行株式会社）

大阪府大阪市西区江戸堀１丁目２-１

（東京都中央区晴海１丁目８-11）
1,140 6.25

一般財団法人山田育英財団
京都府京都市下京区東塩小路高倉町

２番の１
1,096 6.01

キング共栄会 大阪府吹田市豊津町１-７ 1,070 5.87

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７-１ 930 5.10

株式会社中央倉庫 京都府京都市下京区朱雀内畑町41 914 5.01

株式会社京都銀行

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行株式会社）

京都府京都市下京区烏丸通松原上る

薬師前町700

（東京都中央区晴海１丁目８-12）

842 4.62

有限会社ワイ・エンタープライズ 京都府京都市左京区下鴨中川原町110 800 4.39

山田　幸雄 京都府京都市左京区 731 4.01

AVI JAPAN OPPORTUNITY TRUST PLC

（常任代理人　株式会社みずほ銀

行）

BEAUFORT HOUSE EXETER EX４ ４EP

UNITED KINGDOM

（東京都港区港南２丁目15-１ 品川イン

ターシティA棟）

572 3.14

日本生命保険相互会社

（常任代理人　日本マスター

トラスト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目６-６

（東京都港区浜松町２丁目11番３号）
503 2.77

計 - 8,601 47.17

　（注）１　当社は自己株式6,536千株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２　キング共栄会は、当社と継続的取引関係にある仕入先企業等を対象とした持株会であります。

３　一般財団法人山田育英財団は、1981年10月に当社創業者である故山田松義が、大学在学者で学力優秀、品行

方正でありながら経済的事由により修学困難な者を対象に奨学援助を行い、国家社会有用の人材育成に寄与

することを目的に設立した財団であります。

４　株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから、2018年４月16日付で提出された大量保有報告書の変更

報告書により、2018年４月９日現在において株式会社三菱ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社、三菱

ＵＦＪ国際投信株式会社の３社で1,300千株（発行済株式総数に対する割合5.25％）の当社株式を共同保有

している旨の開示がなされておりますが、上記の表中に記載の株式会社三菱ＵＦＪ銀行を除き、当社として

当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含め

ておりません。

なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 保有株券等の数（千株）
発行済株式総数に対する

所有株式総数の割合（％）

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 930 3.75

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 338 1.37

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社 32 0.13

合計 1,300 5.25
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2019年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  - - -

議決権制限株式（自己株式等）  - - -

議決権制限株式（その他）  - - -

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

- -
普通株式 6,536,100

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,225,400 182,254 -

単元未満株式 普通株式 10,061 - -

発行済株式総数  24,771,561 - -

総株主の議決権  - 182,254 -

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式８株が含まれております。
 

②【自己株式等】

    2019年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

株式会社キング

京都市下京区東塩小路高倉

町２-１
6,536,100 - 6,536,100 26.39

計 - 6,536,100 - 6,536,100 26.39

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2019年７月１日から2019

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、ＰｗＣ京都監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,929 9,931

受取手形及び売掛金 ※１ 1,263 ※１ 1,127

商品 1,834 1,974

原材料及び貯蔵品 51 38

その他 114 127

貸倒引当金 △4 △3

流動資産合計 13,189 13,195

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,939 1,919

土地 6,474 6,480

その他（純額） 283 276

有形固定資産合計 8,697 8,676

無形固定資産 395 351

投資その他の資産   

投資有価証券 1,381 1,402

長期貸付金 5 5

繰延税金資産 77 23

差入保証金 586 580

その他 231 237

貸倒引当金 △11 △10

投資その他の資産合計 2,272 2,238

固定資産合計 11,365 11,266

資産合計 24,554 24,461
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※１ 897 ※１ 976

短期借入金 380 380

1年内返済予定の長期借入金 30 -

未払法人税等 324 163

賞与引当金 248 135

役員賞与引当金 25 10

その他 553 529

流動負債合計 2,460 2,194

固定負債   

長期借入金 - 50

退職給付に係る負債 180 175

資産除去債務 118 124

長期未払金 167 167

その他 574 605

固定負債合計 1,040 1,123

負債合計 3,501 3,318

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,346 2,346

資本剰余金 8,127 8,127

利益剰余金 12,367 12,444

自己株式 △2,142 △2,142

株主資本合計 20,698 20,774

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 353 367

退職給付に係る調整累計額 0 0

その他の包括利益累計額合計 354 368

純資産合計 21,053 21,143

負債純資産合計 24,554 24,461
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

売上高 5,256 5,364

売上原価 2,252 2,355

売上総利益 3,004 3,008

販売費及び一般管理費 ※１ 2,313 ※１ 2,383

営業利益 690 625

営業外収益   

受取利息 3 3

受取配当金 22 22

仕入割引 11 10

貸倒引当金戻入額 0 0

その他 3 6

営業外収益合計 41 44

営業外費用   

支払利息 1 1

その他 2 0

営業外費用合計 3 2

経常利益 728 667

特別利益   

固定資産売却益 0 -

特別利益合計 0 -

特別損失   

固定資産除却損 7 14

特別損失合計 7 14

税金等調整前四半期純利益 720 652

法人税、住民税及び事業税 165 163

法人税等調整額 64 48

法人税等合計 229 211

四半期純利益 490 441

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 490 441

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 51 13

退職給付に係る調整額 △2 △0

その他の包括利益合計 49 13

四半期包括利益 539 454

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 539 454

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 720 652

減価償却費 168 192

その他の償却額 4 3

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 △1

賞与引当金の増減額（△は減少） △149 △113

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △20 △15

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △6 △4

受取利息及び受取配当金 △26 △26

支払利息 1 1

固定資産売却損益（△は益） △0 -

固定資産除却損 7 14

売上債権の増減額（△は増加） 248 136

たな卸資産の増減額（△は増加） △183 △127

仕入債務の増減額（△は減少） △39 78

その他 △103 11

小計 624 803

利息及び配当金の受取額 26 26

利息の支払額 △1 △2

法人税等の支払額 △350 △318

営業活動によるキャッシュ・フロー 298 509

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,000 △1,000

定期預金の払戻による収入 1,000 1,000

有形固定資産の取得による支出 △101 △162

有形固定資産の売却による収入 3 -

無形固定資産の取得による支出 △0 △5

投資有価証券の取得による支出 △1 △1

貸付けによる支出 △0 △0

貸付金の回収による収入 1 1

差入保証金の差入による支出 △20 △16

差入保証金の回収による収入 30 21

その他 0 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △89 △163

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 - △30

長期借入れによる収入 - 50

配当金の支払額 △373 △364

財務活動によるキャッシュ・フロー △373 △344

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △164 1

現金及び現金同等物の期首残高 8,589 8,929

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 8,424 ※１ 8,931
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しており

ます。

　なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、以下の期末日満期手形を満期日に決済が行われ

たものとして処理しております。

 
前連結会計年度
（2019年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2019年９月30日）

受取手形 4百万円 -百万円

支払手形 20百万円 -百万円

 

○　保証債務

　連結会社以外による金融機関からの借入に対して、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（2019年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2019年９月30日）

パートナーショップ等　3件 1百万円 パートナーショップ　1件 0百万円

 

（四半期連結損益及び包括利益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は、以下のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
　　至　2018年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
　　至　2019年９月30日）

販売促進費 614百万円 614百万円

給与手当 558　〃 579　〃

賞与引当金繰入額 139　〃 135　〃

役員賞与引当金繰入額 10　〃 10　〃

退職給付費用 17　〃 21　〃

減価償却費 155　〃 185　〃
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、以

下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年９月30日）

現金及び預金 9,424百万円 9,931百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,000　〃 △1,000　〃

現金及び現金同等物 8,424百万円 8,931百万円

 

（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年５月７日

取締役会
普通株式 373 20 2018年３月31日 2018年６月11日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年５月７日

取締役会
普通株式 364 20 2019年３月31日 2019年６月10日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

報告セグメントごとの売上高、利益又は損失の金額に関する情報

 

前第２四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年９月30日）

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
財務諸表計上額
（注）２ アパレル事業

テキスタイル
事業

エステート
事業

計

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 4,380 531 345 5,256 - 5,256

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
21 15 - 37 △37 -

計 4,401 547 345 5,294 △37 5,256

セグメント利益 353 45 286 685 4 690

（注）１．セグメント利益の調整額４百万円には、セグメント間取引消去０百万円、各報告セグメントに配分していな

い全社費用３百万円が含まれております。

なお、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

当第２四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
財務諸表計上額
（注）２ アパレル事業

テキスタイル
事業

エステート
事業

計

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 4,498 520 345 5,364 - 5,364

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
14 19 - 34 △34 -

計 4,513 540 345 5,398 △34 5,364

セグメント利益 287 53 287 628 △2 625

（注）１．セグメント利益の調整額△２百万円には、セグメント間取引消去０百万円、各報告セグメントに配分してい

ない全社費用△３百万円が含まれております。

なお、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

（金融商品関係）

当第２四半期連結会計期間末（2019年９月30日）

　金融商品の当第２四半期連結貸借対照表計上額と時価との差額及び前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上

額と時価との差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
 

（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（2019年９月30日）

　有価証券の当第２四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がありません。
 

（デリバティブ取引関係）

　　該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　2019年７月１日　至　2019年９月30日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年９月30日）

１株当たり四半期純利益 26円27銭 24円18銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 490 441

普通株主に帰属しない金額（百万円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
490 441

普通株式の期中平均株式数（千株） 18,671 18,235

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　当社は2019年11月６日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議いたしました。

(1)　自己株式の取得を行う理由

資本効率の向上を図るとともに、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため。

 

(2)　取得の内容

　① 取得する株式の種類

当社普通株式

　② 取得する株式の総数

300,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合1.65％）

　③ 株式取得価格の総額

170百万円（上限）

　④ 取得期間

2019年11月７日

　⑤ 取得方法

東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3)による買付け

 

(3)　自己株式の取得結果

　① 取得した株式の総数

180,000株

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合0.99％）

　② 取得価額

102百万円

　③ 取得日

2019年11月７日

 

２【その他】

　該当事項はありません。

 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年11月12日

株式会社キング

取締役会　御中

 

Ｐ ｗ Ｃ 京 都 監 査 法 人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 高井　晶治　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 橋本　民子　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社キング

の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(2019年７月１日から2019年９月30

日まで)及び第２四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、

四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社キング及び連結子会社の2019年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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